高齢者に関する政府間作業部会による、
高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書の
一般的な枠組み、構成、および指針となる原則に関する意見募集
（2026年４月）
アイルランド保健省からの意見
アイルランド政府は、高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書を策定するための高齢者に関する政府間作業部会の設置を支持し、同文書の一般的な枠組み、構成、および指針となる原則について意見を提供する機会を歓迎する。
平均寿命の延長と人口の高齢化が進む中、高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書を策定することは不可欠であり、この必要性はCOVID-19パンデミックによって一層浮き彫りにされた。これは、既存の人権文書における不備に対処する機会となる。つまり、高齢者の権利が侵害される具体的な事例を明確に示し、その権利を保護・強化するための効果的なメカニズムを構築することができる。
14年間にわたる高齢化に関する無期限作業部会の活動は、豊富な資料を提供している。それをふまえてさらに先に進めるのがこの重要な取り組みである。アイルランド政府はこれを支援する用意がある。
Q1：高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書は、どのような包括的な枠組みに基づいて策定されるべきか？さらに、高齢者がすべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受する権利所有者であるという認識を、その文書が最も適切に反映し、強化するにはどうすべきか？
高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書は、既存の国連人権条約に加え、2015年の「高齢者の人権保護に関する米州条約」など、高齢者の人権に関するその他の関連文書を出発点とすべきである。その文書は、高齢者がこれらの条約や文書が定めるあらゆる人権と基本的自由を有することを確認し、高齢者の尊厳は侵すことのできないことを強調すべきである。
あらゆる多様性を持つ高齢者が、すべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受する不可侵の権利を主張するとともに、この法的拘束力のある文書は、高齢者がこれらの権利と自由を実現する上で直面する具体的な障壁を特定し、高齢者の自律、主体性、および経済・社会への完全な参加を阻害している、高齢者が頻繁に経験する権利侵害について詳述すべきである。またこの文書は、高齢者が自らの権利と自由を完全に享受できることを想定し、こうした障壁を取り除き、高齢者の保護を強化する枠組み、すなわち権利に基づく枠組みを提示すべきである。
この法的拘束力のある文書は、加齢が人間の自然かつ普遍的な側面であり、特定の年齢層に限定されるものではなく、むしろすべての人に起きている、なだらかな生涯のプロセスだという認識を前提とすべきである。また「老齢」は社会的に形成される概念であり、その定義と経験は、寿命の延長、人口の高齢化、より広範な社会の変化という文脈で絶えず進化していることを認識すべきである。
加齢がジェンダーや人種といった他の特性と交差することを認識し、この法的拘束力のある文書は、一方では加齢前から障害のあった人が加齢する場合、他方では加齢に伴い障害をもつようになった人との間の区別を認識すべきである。また、生涯を通じて蓄積される不平等が、高齢者の健康、ウエルビーイング、および生活の質に及ぼす影響についても認識すべきである。
Q2：高齢者の権利を効果的に保護するために、法的拘束力のある文書はどのような中核的な原則に基づくべきか？さらに、この法的拘束力のある文書は、高齢者の既存の人権を再確認すると同時に、あらたに規範的発展が必要な空白分野（ギャップ）を明確に特定し、対処するにはどうすればよいか？
高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書を支える中核的原則には、以下が含まれるべきである：
- 人権および基本的自由の不可侵性
- 差別禁止
- 平等
- 尊厳、プライバシー、個人の自律および自立の尊重
- 包摂と統合
- 連帯
- アクセシビリティ
- ケアとウェルビーイング
- 安全と保護
既存の国際条約や文書は、高齢者が普遍的な人権および基本的自由の全範囲を享有していることを規定していることを我々は再確認する。しかし同時に、これらの国際的な法的拘束力のある文書は次のことを認識すべきである。それは、高齢者の人権に対する広範な侵害、これらの権利を擁護するための国際人権枠組みの限界、およびこうした権利侵害に対する国内・国際的な法的・政策的対応の不十分さである。条約は、既存の権利条約の不備に対応するとともに、必要に応じて既存の権利を再概念化し、あらゆる多様性のある高齢者の人権の不可侵性を確認すべきである。
さらに、この法的拘束力のある文書は総合的・変革的でなければならない。単に各国に高齢者の人権保護の義務を課すだけでなく、未来の変革のビジョンを示さなければならない。それは、平均寿命の延長、高齢化社会における高齢者の多様性の増大、技術進歩の急速なペース（人工知能がもたらす機会と課題を含む）、そして社会経済的格差の存在にもかかわらず高まる高齢者の生活の質に対する期待などに応えるものである。
あらゆる社会で人口の高齢化が進んでいる。これは、小児予防接種、食糧支援プログラム、教育、生殖に関する権利、その他の要因が世界的に成功を収めた結果である。これは、特に高齢者が社会や経済に多大な貢献をしていることを踏まえると、称賛に値する成果である。しかし、この世界的な人口動態の傾向は、年金、医療、その他の高齢者支援を提供するインフラが未整備な開発途上国にとって、特に大きな課題となる。法的拘束力のある文書では、高齢化が進んだ貧困国では、高齢者が脆弱になる事実を認識することが不可欠である。
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミックが高齢者に特に大きな影響を与えたように、法的拘束力のある文書には、危機的な状況や人道上の緊急事態に関する専用の条項を盛り込む必要もある。これにより、そのような状況下にある高齢者の権利が常に尊重され、保護され、実現されることが保証される[footnoteRef:1]。 [1:  Dug Cubie と Natalie Baird の論文「提案されている『高齢者の権利に関する国連条約』を通じた、リスク状況および人道上の緊急事態における高齢者の権利の保護」、『Human Rights Law Review』、26巻2号（2026）、1–23頁参照。
] 

保健・社会福祉サービスの提供は、高齢者が自身の機能的能力を最大限に発揮し、自らの希望に沿って自立した生活を送れるよう、高齢者のエンパワーメントに焦点を当てるべきである。したがって、法的拘束力のある文書には、高齢者の社会的包摂の権利、健康の権利、および保健サービスへの公平なアクセス権を明記すべきであり、これには、個人中心で合意に基づく在宅・地域密着型のケアサービスおよび支援に対する、立法的、行政的、実質的な権利の確立が含まれるべきである。施設入所型のケアを通じて日常的に発生している非人道的または品位を傷つける扱い、および恣意的な拘禁から高齢者を保護するため、法的拘束力のある文書は、ケアを目的とした高齢者の施設入所を防止するために必要なあらゆる措置を講じるよう各国に義務付けるべきである[footnoteRef:2]。また、法的拘束力のある文書に安楽死（assisted death）の権利を明記すべきかどうかについても検討が必要となる可能性がある。 [2:  Age Platform Europeおよびゴールウェイ大学アイルランド人権センター「Age Platform Europeとゴールウェイ大学アイルランド人権センターによる、国連高齢化問題無期限作業部会第14回会合への提出文書」（2024年4月12日）参照。] 

財政的制約により、高齢者の社会経済的権利の漸進的な実現への各国の対応が制限されることは認識されている(例えば保健・社会福祉の分野)。しかし、高齢者の市民的および政治的権利の実現については、そのような制約は生じないことを認めるべきである。
特に、法的拘束力のある文書は、年齢に基づく差別やエイジズムが、高齢者の平等と人間の尊厳に対する基本的権利の侵害であることを認識すべきである。こうした権利侵害に対処するために、そして、エイジズムや年齢に基づく差別が法律や制度に構造的に顕在しているだけでなく、対人関係においても内面化され顕在化していることが認められるので、法的拘束力のある文書は、教育、雇用、公共・政治への参加、保健・社会的ケアなど、あらゆる分野の公的・民間部門において、エイジズムや年齢に基づく差別を禁止・防止するよう、各国に明確な義務を課すべきである。
例えば、西ヨーロッパにおいて平均寿命が80代半ばまで延びている状況下で、特定の年齢での定年退職を強制し続けることは、年齢差別に基づく高齢者の労働権に対する明白な侵害である[footnoteRef:3]。したがって、法的拘束力のある文書は、各国に対し定年制を廃止する義務を課すことが不可欠である[footnoteRef:4]。 [3:  ヨーロッパ統計局「年齢・性別別の平均寿命」を参照。]  [4:  Age Actionの『アイルランドにおける定年制廃止の論拠』を参照。
] 

同様に、保険業界では現在、EU法の下で容認されている年齢差別が広く行われており、その結果、高齢者は様々な種類の保険（例えば旅行保険や自動車保険）に加入できないか、あるいは法外な高額保険料を課される事態が生じている。より広範には、高齢者の消費者保護を強化することが不可欠である。例えば、支援付き住宅パッケージを購入した者が、権利として受けるべきサービスを確実に受けられるようにすることなど。
高齢者の自律が尊重され、実現されることの重要性を強調するとともに、法的拘束力のある枠組みは、年齢（または年齢と交差するその他の特性）、地理的場所、インターネットへの接続状況にかかわらず、商品やサービスへの制限のないアクセスを確保すべきである。また、高齢者に対する虐待から保護するための強力な国家メカニズムを義務付けるべきである。
Q3：法的拘束力のある文書は、明確性と実効性を確保するために、どのような全体的な構成や枠組みを採用すべきか。例えば、前文、定義、一般原則、一般的義務、具体的権利、および実施規定を含めるべきか。
法的拘束力のある文書全体の構成は、以下のセクションを含むべきである：
- 前文
- 目的および範囲
- 概念および定義
- 一般原則
- 国家の一般的義務
- 盛り込むべき具体的な人権
- 実施および監視（データ収集および説明責任メカニズムを含む）
（翻訳：佐藤久夫、　　　）


Intergovernmental Working Group on Older Persons’ call for inputs on the general framework, architecture, and guiding principles of a
legally binding instrument on the human rights of older persons

Input from the Department of Health of Ireland

The Government of Ireland supports the establishment of an Intergovernmental Working Group on Older Persons to develop a legally binding instrument on older persons’ human rights and welcomes the opportunity to provide input on the general framework, architecture, and guiding principles of the instrument.

Within the context of increasing longevity and population-ageing, there is an imperative, which was set in relief by the COVID-19 pandemic, to develop a legally binding instrument on older persons’ human rights.  This provides an opportunity to address shortcomings in existing human rights instruments by clearly demonstrating the specific ways in which the rights of older persons are violated and by developing effective mechanisms to protect and strengthen these rights.

The work of the Open-Ended Working Group on Ageing over a fourteen-year period provides a rich seam of material on which to draw in advancing this important endeavour, which the Government of Ireland stands ready to support. 

Q1: What overarching framework should guide the international legally binding instrument on the human rights of older persons? Additionally, how can it best reflect and reinforce the recognition that older persons are rights-holders entitled to the full and equal enjoyment of all human rights and fundamental freedoms?

The international legally binding instrument on the human rights of older persons should take as its starting point existing United Nations’ human rights treaties as well as other relevant instruments on older persons’ human rights, such as the Inter-American Convention on Protecting the Human Rights of Older Persons (2015). It should affirm that older persons hold the full range of human rights and fundamental freedoms that these treaties and instruments embody and emphasise that older persons’ dignity is inviolable.

Asserting the inalienable right of older persons, in all their diversity, to the full and equal enjoyment of all human rights and fundamental freedoms, the legally binding instrument should also identify the specific barriers that older persons face in realising these rights and freedoms and detail the prevalent rights-violations that older persons experience, inhibiting their autonomy, agency and full participation in the economy and society. It should present a rights-based framework that will eliminate these barriers and strengthen the protection of older persons, envisioning older persons’ full enjoyment of their rights and freedoms.

The legally binding instrument should be premised on the recognition that ageing is a natural and universal facet of the human condition which is not confined to a specific age-cohort of the population but rather a gradual, lifelong process which affects everyone. It should also recognise that ‘old age’ is a social construct, the definition and experience of which is continually evolving in the context of increasing longevity, population-ageing and wider societal transformations.

Recognising that ageing intersects with other characteristics, such as gender and race, the legally binding instrument should be cognisant of distinction between, on the one hand, persons with pre-existing disabilities who age and, on the other hand, persons who acquire disabilities as they age. It should also be cognisant of the impact of the inequalities which accrue across the life-course on older persons’ health and wellbeing and quality of life.

Q2: What core principles should underpin the legally binding instrument, to ensure it effectively protects the rights of older persons? In addition, how can the legally binding instrument both reaffirm existing human rights for older persons and clearly identify and address gaps where further normative development is required?

The core principles underpinning the legally binding instrument on older persons’ human rights should encompass:

· Inviolability of human rights and fundamental freedoms
· Non-discrimination
· Equality
· Respect for dignity, privacy, individual autonomy and independence
· Inclusion and integration
· Solidarity
· Accessibility
· Care and wellbeing
· Security and protection

While reaffirming the full range of universal human rights and fundamental freedoms to which older persons are entitled, as embodied in existing international treaties and instruments, the international legally binding instrument should nevertheless recognise the widespread violations of older persons’ human rights, the limitations of the international human rights framework to uphold these rights, and the inadequate national and international legal and policy responses to these rights-violations. It should address the gaps in existing rights treaties and, as necessary, re-conceptualise existing rights to affirm the inviolability of the human rights of older persons in all their diversity.

Moreover, the legally binding instrument must be comprehensive and transformative, not only obligating States to uphold older persons’ human rights but also presenting a future-oriented vision for change that is responsive to increasing longevity, to the increasing diversity of older persons in ageing societies, to the rapid pace of technological advancement (inclusive of the opportunities and challenges presented by artificial intelligence) and to rising expectations with regards to older persons’ quality of life, the prevalence of socio-economic inequalities notwithstanding. 

All societies have ageing populations due to the worldwide successes of childhood vaccination, food programmes, education, reproductive rights and other factors. This is an achievement to be celebrated, especially given the enormous contribution that older persons make to society and to the economy. However, this worldwide demographic trend will pose a particular challenge for developing countries within which the infrastructure for the provision of pensions, healthcare and other supports for older persons is undeveloped. Accordingly, there is an imperative for the legally binding instrument to recognise that, as populations in poorer countries age, older persons will be a vulnerable group.

As highlighted by the disproportionate impact of the COVID-19 pandemic on older persons, there is also a need for the inclusion of a dedicated article within the legally binding instrument on situations of risk and humanitarian emergencies which will ensure that the rights of older persons in such situations are respected, protected and fulfilled at all times.[footnoteRef:5] [5:  See Dug Cubie and Natalie Baird, ‘Protecting the Rights of Older Persons in Situations of Risk and Humanitarian Emergencies Through the Proposed UN Convention on the Rights of Older Persons’, Human Rights Law Review, 26/2 (2026): 1–23.] 


The provision of health and social care services should be focused on empowering older persons to optimise their functional ability and to live independent lives in accordance with their wishes. Accordingly, the legally binding instrument should enshrine older persons’ right to social inclusion and their right to health and equity of access to health services, inclusive of the establishment of legislative, administrative and substantive entitlements to person-centred, consensual, home and community-based care services and supports. In order to protect older persons from inhuman or degrading treatment and from arbitrary detention, both of which routinely occur through institutionalising forms of care, the legally binding instrument should also require States to take all necessary measures to prevent older persons’ institutionalisation for care-purposes.[footnoteRef:6] Consideration may need to be given to whether or not to enshrine in the legally binding instrument the right to an assisted death.  [6:  See Age Platform Europe and Irish Centre for Human Rights, University of Galway, ‘Submission by AGE Platform Europe in Collaboration with Irish Centre for Human Rights, University of Galway to Fourteenth Session of the United Nations Open-Ended Working Group on Ageing’, 12th April 2024.] 


While it is nevertheless recognised that fiscal constraints will constrain States’ responsiveness to the progressive realisation of older persons’ socio-economic rights, for example in the domain of health and social care, it should be acknowledged that this will not be the case for the realisation of older persons’ civil and political rights. 

In particular, the legally binding instrument should recognise that discrimination on the basis of age and ageism are violations of older persons’ fundamental rights to equality and human dignity. In order to address these rights-violations and recognising that ageism and age-discrimination are manifest structurally in laws and institutions as well as being internalised and manifest in interpersonal relations, the legally binding instrument should impose explicit obligations on States to prohibit and prevent ageism and age-discrimination across the public and private sectors in all domains, including, inter alia, education, employment, public and political engagement, and health and social care.

For example, within the context of the rise in average life-expectancy to the mid-80s in western Europe, the continuation of the imposition of mandatory retirement at a specified age is clear violation of older persons’ right to work that is based on age-discrimination.[footnoteRef:7] It is therefore imperative that the legally binding instrument imposes obligations on States to abolish mandatory retirement.[footnoteRef:8] [7:  See Eurostat, ‘Life-Expectancy by Age and Sex’.]  [8:  See Age Action, ‘The Case for Abolishing Mandatory Retirement in Ireland’.] 


Similarly, there is currently widespread age-discrimination in the insurance industry, which is permitted under EU law, resulting in older persons being unable to obtain insurance of various types (for example travel or motor insurance) or being offered such insurance with prohibitively high insurance premia. More broadly there is an imperative to strengthen consumer-protection for older persons including, for instance, to ensure that those who purchase housing-with-support packages receive the services to which they are entitled.

Emphasising the imperative for older persons’ autonomy to be respected and enabled, the legally binding instrument should ensure unfettered access to goods and services regardless of a person’s age (or other characteristics that intersect with age), geographical location or digital connectedness. It should also mandate strong State mechanisms for older persons’ protection from abuse.

Q3: What overall structure or architecture should the legally binding instrument adopt to ensure clarity and effectiveness? For example, should it include a preamble, definitions, general principles, general obligations, specific rights, and implementation provisions?

The overall structure for the legally binding instrument should encompass the following sections:

· Preamble
· Purpose and scope
· Concepts and definitions
· General principles
· General obligations of States
· Specific human rights to be included
· Implementation and monitoring, including data-collection and accountability mechanisms
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